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災害後における居住継続の

ための自立型エネルギー

システムの設計目標
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１．背景と目的

災害後に停電が続く状況下において自宅での居住

継続を可能とするための一つの方策として、太陽光

発電と蓄電池を組み合わせたシステム（以下、自立

型エネルギーシステム）の活用がある。自立型エネ

ルギーシステムの実効性を担保するためには、シス

テムが災害や状況の変化に対して適切な性能を有し

ているかを、建築主や設計者が判断できることが重

要となる。しかし、災害後の居住継続に関しては、

住宅設計において自立型エネルギーシステムの設計

目標が整備されていないため、性能の適否を判断す

るための拠り所となる指標がなく、その整備が急務

の課題となっている。

そこで、「災害後における居住継続のための自立

型エネルギーシステムの設計目標に関する研究」を

令和 年度より開始した。本研究では、災害後におけ

る居住継続に必要な電力用途の把握および自立型エ

ネルギーシステムに対する住宅設計上の要求事項の

定量化を行い、それらの成果を災害後における居住

継続のための自立型エネルギーシステムの設計目標

として整理することに取り組む。 年度は、停電

時における居住者の機器使用を想定した上で、自宅

で過ごすために必要な電力量や自立型エネルギーシ

ステムによる電力供給量等を算定する方法を検討し

た。本報では、算定方法の概要とともに、算定方法

の適用例として太陽光発電のみを採用する住宅を対

象とした結果を紹介する。

２．算定方法の概要と適用例

住宅内電力需要（電力消費量）および太陽光発電

による発電量の算定には、「建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律（平成 年 月施行）」（以

下、平成 省エネ基準と記す）に基づく算定方法を

適用した。以下に掲載する適用例における算定条件

を表 に示す。
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表 算定条件

項目 設定

地域
省エネ基準の 地域の 区分

（温暖で年間の日射量が中程）

住

宅

の

設

定

住宅プラン 省エネ基準の標準住宅

床面積
（ 省エネ基準の 人世帯相）

当）
外皮性能 省エネ基準

機器性能 算定時点における平均的な性能

暖房・冷房設備 エアコン

給湯設備 電気ヒートポンプ

その他 オール電化相当

太

陽

光

発

電
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面数 面

方位角 南

傾斜角 度

パワ

コン

定格負

荷効率

アレイ
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設置方

式

屋根置き型

停

電

状

況

発生日時 年最高気温となる日 の 時

機器使用

レベル

通常通り、機器を使用

機器の使用をある程度制限

安全性の確保を前提に、

機器の使用を最大限制限
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通常通り、機器を使用

機器の使用をある程度制限

安全性の確保を前提に、
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停電時における機器使用については、通常通りに

過ごすケースに加え、特定の部屋（ここでは、 と

夫婦の寝室）に家族が集まって過ごすことを前提に

各種機器の使用を制限することを想定し、表 に示

す通りに設定した。なお、停電時に使用する機器に

ついては、過年度に実施した停電時の生活行動にお

ける不便に関するアンケート調査の結果を踏まえて、

優先順位付けを行った。

算定結果として、停電発生（ 月 日 時）からの

時間における住宅内電力需要と太陽光発電による

供給量等の時刻変化を図 に示す。図のように、本研

究で構築した算定方法は、停電時に居住者が機器使

用を控えることで電力量が抑制される様子や太陽光

発電による供給状況を再現することが可能である。

４．今後の展開

過年度に実施した停電時の生活行動における不便

に関するアンケート調査や、本報で示した算定方法

を適用したパラメトリックスタディにより得られた

成果を整理し、災害後における居住継続のための自

立型エネルギーシステムの設計目標を検討するため

の技術資料を取りまとめる計画である。

表 停電時における機器使用レベルの設定（ からの変更点 からの変更点）

用途
停電時における機器使用レベルの設定

：通常通り ：ある程度制限 ：安全性の確保＆最大限制限

暖房

・各室において在室時（就寝中を除

く）に使用。

・使用場所を と主寝室に限定。

・ 時～ 時台の平均外気温度が ℃

以上の場合、同時間帯の暖房を停止。

・使用場所を と主寝室に限定。

・ 時～ 時台の暖房を無条件に停

止。

冷房

・各居室において在室時に使用。 ・使用場所を と主寝室に限定。

・ 時～ 時台の平均外気温度が ℃

以下の場合、同時間帯の冷房を停止。

・ 時台～翌 時台の平均外気温度が

℃以下の場合、同時間帯の冷房を

停止。

・使用場所を と主寝室に限定。

・ 時～翌 時台の冷房を無条件に

停止。

換気 ・ 時間使用。 ・ 時間使用。 ・ 時間使用。

照明
・各室において生活スケジュールに

応じて使用。

・使用場所を 階に限定。

・ にまで減光。

・使用場所を 階に限定。

・ にまで減光。

給湯 ・生活スケジュールに応じて使用。 ・生活スケジュールに応じて使用。 ・生活スケジュールに応じて使用。

その

他

・各室において生活スケジュールに

応じて使用。

・使用する家電機器を と主寝室で

使用するものに限定（冷蔵庫、電気

炊飯器、テレビ、パソコン等）。

・全て使用しない。

図 本研究で構築した算定方法の適用例

（停電発生日の想定：停電発生から 時間における住宅内電力需要と太陽光発電による供給量等の時刻変化）
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